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１ 計画策定の趣旨 
 

本市では、これまで第１次から第３次にわたる定員適正化計画のもと、組織機構の

見直しや業務の民間委託等を推進するとともに、限られた財源で効率的かつ効果的な

行政サービスを提供するため、適正な定員管理に努めてきました。 

職員数においては、合併当初（平成17年度）1,187人であった職員数を平成30年度

当初では932人（比較△255人）まで削減し、人件費の抑制に寄与したところです。 

また、平成30年10月には新中核病院が開院し、医療職等が地方独立行政法人茨城県

西部医療機構に身分を移行したことから、職員数が大幅に減少しています。 

しかしながら、平成29年度決算における本市の財政状況は、財政健全化を示す指標

の一つである健全化判断比率において基準を下回る結果となり、財政構造の弾力性を

示す経常収支比率においても硬直的な状態であることから、依然として厳しい財政状

況に変わりありません。 

このような中、第４次となる本計画では、これまでの定員管理の実績や今後の行政

需要の動向等を勘案するとともに、職員の年齢構成や再任用制度などを考慮し、将来

を見据えた具体的な数値目標を掲げます。 

 

 

 ・第１次 筑西市定員適正化計画（計画期間：平成18年度～22年度） 

 ・第２次 筑西市定員適正化計画（計画期間：平成21年度～25年度） 

 ・第３次 筑西市定員適正化計画（計画期間：平成26年度～30年度） 

・第４次 筑西市定員適正化計画（計画期間：平成31年度～35年度）※本計画 
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２ これまでの取組状況 
 

⑴ 正規職員数の推移 

第１次計画の平成18年度から22年度では、５年間で120人の職員削減を目標とし

ましたが、業務の民間委託や退職者不補充、臨時職員の活用等により、計画３年目

にして目標値をクリアし予想を上回る実績を上げました。 

この結果を受け、平成20年10月には平成21年度から25年度までの５年間を計画期

間とする第２次計画を策定し、５年間で170人の職員削減を目標に掲げ、事務の合

理化や組織の再編等によるスリム化を図り、概ね目標を達成しました。 

そして、平成26年６月には５年間で30人の職員削減を目標に掲げ、平成26年度か

ら30年度までの５年間を計画期間とする第３次計画を策定しました。この中で、指

定管理者制度の導入や施設の民間譲渡等による職員削減を図りながらも、平成28年

度から30年度にかけて、新中核病院整備のための職員（医療職及び任期付職員）を

採用したことから、一時的に計画値を上回る結果となりました。 

しかし、新中核病院の開院に伴い、職員数が減少したことから、計画値を達成す

る見込みです。 

 

各年度４月１日現在（単位：人） 

年度 計画値 実績値 前年比 達成率 備考 

17年度 － 1,187 － －  

18年度 1,164 1,153 △34 101.0% 第１次 

19年度 1,145 1,103 △50 103.8%  

20年度 1,122 1,044 △59 107.5%  

21年度 993 969 △75 102.5%    第２次 

22年度 958 954 △15 100.4%  

23年度 930 940 △14 98.9%  

24年度 910 918 △22 99.1%  

25年度 874 889 △29 98.3%  

26年度 － 886 △３ － 第３次 

27年度 875 863 △23 101.4%  

28年度 862 865 ２ 99.7%  

29年度 871 917 52 95.0%  

30年度 865 932 15 92.8%  

30年度 

（10月1日） 
－ 798 － － 

新中核病院開

院後の実績値 

31年度 858 (見込）780 △152 110.0%  
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⑵ 部門別職員数の推移 

毎年、総務省が実施している地方公共団体定員管理調査※ 1に基づく部門別職員数

の推移を見ると、平成30年度の一般行政部門における職員数は、平成25年度と比較

すると26人増加しており、新中核病院整備に伴う衛生関係職員及び土木関係職員の

増加が主な要因として挙げられます。 

また、企業会計等においても、病院関係職員が増加していますが、前述したとお

り、新中核病院整備に伴う一時的な増加であり、平成31年度は職員数が減少する見

込みです。 

 

各年度４月１日現在（単位：人） 

区 分 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 
比較 

H30－H25 

 
 

 

一
般
行
政 

福
祉
関
係
除
く
一
般
行
政 

議 会 7 8 8 8 8 8 1 

総務･企画 205 211 212 207 209 207 2 

税 務 63 62 57 57 56 56 △7 

農林水産 46 46 43 42 42 42 △4 

商 工 12 12 12 12 13 15 3 

土 木 54 53 51 53 55 65 11 

小 計 387 392 383 379 383 393 6 

福
祉
関
係 

民 生 115 112 115 115 116 109 △6 

衛 生 67 75 74 79 93 93 26 

小 計 182 187 189 194 209 202 20 

合 計(a) 569 579 572 573 592 595 26 

特別行政 教育(b) 147 134 120 116 118 110 △37 

企
業
会
計
等 

病 院 87 85 88 92 119 142 55 

水 道 19 19 17 17 17 16 △3 

下水道 22 23 22 22 24 23 1 

その他 45 46 44 45 47 46 1 

 合 計(c) 173 173 171 176 207 227 54 

 

総職員数(a)+(b)+(c) 889 886 863 865 917 932 43 

 

                                                   
※ 1  地方公共団体定員管理調査：総務省が地方公共団体の職員数や配置の実態等を把握し、定員管理の適

正化に資することを目的に毎年度、実施している調査。 
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３ 定員管理に係る現状と分析 

 

⑴ 年齢別職員数 

平成25年度と30年度の年齢別職員数の比較では、50代の職員が大幅に減少してお

り、逆に20代後半から30代前半の職員が増加しています。一方、平成30年４月１日

現在の年齢構成では、高齢層で50代後半の職員、若年層で20代後半から30代前半の

職員が多い状況でありますが、これまでの定員適正化の取り組みにより、職員全体

で見た場合、概ね平準化が図られています。 

今後も、職員の退職により市民サービスの低下を招くことのないよう、計画的な

職員採用に努めるとともに、再任用職員や任期付職員などの多様な任用形態の活用

も図りながら年齢構成の平準化を維持していく必要があります。 

 

各年度４月１日現在（単位：人） 

 25年度 30年度 比較 

H30－H25 人数 比率 人数 比率 

60歳以上（再任用等） 2 0.2% 61 6.5% 59 

55歳～59歳 234 26.3% 123 13.2% △111 

50歳～54歳 138 15.5% 91 9.8% △47 

45際～49歳 96 10.8% 105 11.3% 9 

40歳～44歳 103 11.6% 123 13.2% 20 

35歳～39歳 113 12.7% 109 11.7% △4 

30歳～34歳 88 9.9% 129 13.8% 41 

25歳～29歳 71 8.0% 144 15.5% 73 

24歳以下 44 5.0% 47 5.0% 3 

合  計 889 100.0% 932 100.0% 43 

※ 平成30年度は、新中核病院整備のための職員（医療職及び任期付職員）を採用したことから、一時的

に計画値を上回る結果となった。 

 

 

⑵ 財政状況から見た人件費 

本市の歳出総額に占める人件費の割合は年々減少傾向にあり、合併当初（平成17

年度）と平成29年度の決算を比較すると約21億円を削減しています。人件費率にお

いても、近年は全国地方自治体平均（参考：平成28年度 15.5%）を下回る数値とな

っており、これまで積極的に取り組んできた職員削減による人件費抑制効果が顕著

に表れています。 
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しかしながら、財政構造の弾力性を示す経常収支比率においては依然として硬直

的な状態であることから、厳しい財政状況に変わりありません。 

   なお、各年度の普通会計における決算状況は次のとおりです。 

 

（単位：千円、％） 

年度 歳出総額 人件費 人件費率 経常収支比率 

17年度 34,787,108 8,082,522 23.2 93.3 

18年度 34,774,445 7,974,330 22.9 99.8 

19年度 35,579,343 7,460,855 21.0 92.1 

20年度 34,240,440 7,543,360 22.0 92.5 

21年度 37,614,050 7,274,834 19.3 91.3 

22年度 39,283,059 7,014,135 17.9 84.7 

23年度 38,580,731 6,773,800 17.5 87.0 

24年度 40,552,601 6,688,182 16.5 89.0 

25年度 39,665,800 6,220,364 15.7 93.0 

26年度 41,511,676 6,066,298 14.6 89.4 

27年度 40,543,995 6,000,924 14.8 83.0 

28年度 42,284,599 6,023,328 14.2 95.8 

29年度 40,721,451 5,938,718 14.6 93.1 

※ 総務省の地方財政状況調査（決算統計）のデータを引用 

  人件費には、職員給与関係経費（給料、手当、共済費）のほか、特別職報酬、退職手当負担金等を含む。 

 

 

⑶ 行政改革との整合性 

   第３次筑西市行政改革大綱（計画期間：平成27年度～31年度）では、「将来を見

据えた行政経営」を改革の基本方針に掲げ、サービス改革、職員改革、財産改革、

財政改革の４つの改革を柱に、それぞれの改革目標を達成するため、市民の目線を

意識した改革に取り組むこととしています。 

   この中で、サービス改革では質の高い行政サービスの提供や民間活力の積極的な

導入、職員改革では効率的で柔軟な組織体制の構築や人事管理の徹底、さらに財政

改革では継続的な歳出削減として人件費の抑制を改革の重点項目として位置付けて

おり、本計画を推進するにあたっては、これら行政改革との整合性を図るため、職

員の一層の意識改革に努めるとともに、市民感覚と経営感覚のバランスをもった職

員の育成を図っていく必要があります。 
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４ 基本方針 
 

⑴ 多様な人材の確保 

喫緊の課題や新規事業、専門的知識が求められる業務等に対応するため、正規職

員のほか、再任用職員や任期付職員、さらには、新たに制度化される会計年度任用

職員など、行政需要に応じた多様な人材の確保に努めます。 

 

⑵ 民間活力の積極的な導入 

行政が実施する必要性の減少した事務事業については、費用対効果を見極め、業

務の民間委託や指定管理者制度など、的確な手法を選択して積極的に民間活力を導

入し、これにより生み出される財源や人材を新たな行政サービスに転換することに

より、行政サービスの質の向上を図ります。 

 

⑶ 変化する行政需要への対応 

少子高齢化や人口減少社会の進行、情報通信技術の急速な進展など、社会経済情

勢の変化を背景に、行政需要も複雑・多様化していることから、これまでのように

均一・画一的な行政サービスでは市民の納得を得られないのが現状です。 

このような変化に的確に対応し、市民満足度を向上させるためには、市民が求め

るサービスの形や仕組みを検証するとともに、すべての事務事業をゼロベースで見

直し、真に必要なサービスを着実に提供していくことが求められます。 

 

⑷ 計画的な職員採用と人材育成 

   職員採用については、職員の新陳代謝及び退職者補充を主な目的として、職員全

体の年齢構成に配慮しつつ、有能な人材を確保するため、毎年度、計画的に職員採

用試験を実施しており、今後も継続して取り組む必要があります。 

   職員の人材育成においては、筑西市人材育成基本方針に基づき、職員研修制度を

充実させ、職員個々の能力を醸成する機会を積極的に提供するとともに、職員の能

力を最大限に引き出すことで、組織力を強化させる仕組みを構築し、職員研修と人

事管理が連携した人材育成制度を確立します。 

 

  ⅰ 職員採用試験の見直し 

    本市の職員採用試験においては、近年、専門的知識を有する職員を確保するた

め、事務職員のほか、保健師や管理栄養士、土木施工管理技士などを試験区分に

加えるとともに、新たな試みとして社会人枠を設け、即戦力となる職員の確保に

努めています。 

    一方、人口減少社会における人材確保策として、他の自治体では、首都圏での

出張試験や常設試験センターでの実施など、多様な試験形態が散見されることか

ら、先進事例を参考に、新たな採用試験の実施方法を検討することも必要です。 



- 7 - 

 

ⅱ 年齢構成の偏りへの配慮 

合併当初（平成17年度）から数年は、50代の職員が全体の半数を占めていまし

たが、団塊の世代の大量退職やこれまでの定員適正化の取り組みにより、職員全

体の年齢構成は、概ね平準化が図られつつありますが、今後もこれを維持しなけ

ればなりません。 

また、今後、再任用職員の増加が見込まれることから、職員採用にあたっては、

高齢層・中間層・若年層のバランス構成に配慮した年齢要件を設定するなど、で 

きる限り平準化を維持できるよう努める必要があります。 

 

⑸ 再任用制度への対応 

   定年退職者の再任用制度については、任期が段階的に引き上げられることから、

全体の職員数に占める割合も増加することが見込まれます。再任用職員には、これ

まで培った知識や実務経験を活かし、業務全般の遂行と後進の育成に努めることが

求められており、今後は、さらにモチベーションの維持・向上と能力発揮が期待さ

れます。 

  

  ※定年退職者の見込み             （平成31年３月１日現在） 

31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 

25人 23人 17人 15人 17人 

 

 

 ⑹ 新たな任用制度への対応 

   国が進める働き方改革に関連して、多様で柔軟な働き方の実現、同一労働・同一

賃金など非正規雇用の処遇改善等を推進するため、新たな任用制度が創設されるこ

とから、関係法令に基づき適切に対処します。 

 

ⅰ 会計年度任用職員制度の創設 

  会計年度任用職員制度は、地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律

の施行に伴い、平成32年４月１日に新たに創設される制度です。 

これは、現行の嘱託職員、臨時職員等の任用根拠や勤務条件について、厳格化

かつ明確化を図り、非常勤特別職の任用及び臨時的任用の適正を確保するもので

す。今後、施行日に向けて、給与や勤務条件等の検討、例規整備等を進め、適正

な任用に努めます。 
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ⅱ 定年の引上げ 

国では職員の定年を段階的に65歳に引き上げることを基本とした定年制度の見

直しを検討しています。仮に定年が引き上げられた場合、現行の再任用制度や職

員採用など、人事管理面にも影響を及ぼすことから、制度見直しの動向を注視し

ていきます。 

 

 ⑺ 特定事業主行動計画との整合性 

   次世代育成支援対策推進法及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

に基づき策定した筑西市特定事業主行動計画は、職員が安心して仕事と子育てを行

うことができる職場環境づくりを計画的に実施することを目的としています。 

   このことから、同計画との整合性を図るため、全庁的にワーク・ライフ・バラン

スの推進や育児休業等を取得しやすい職場環境の整備に努めるとともに、時間外勤

務の削減を図るため、業務を効率的かつ効果的に進める必要があります。 
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５ 定員適正化に向けた考え方 
 

⑴ 目標設定 

第１次計画の平成18年度から22年度では、５年間で120人の職員削減目標を計画

３年目で達成し、第２次計画の平成21年度から25年度では、５年間で170人の職員

削減目標を概ね達成することができました。さらに、第３次計画の平成26年度から

30年度では、５年間で30人の職員削減を目標に掲げ、一時的に計画値を上回る結果

となりましたが、最終的には当初の目標を達成する見込みです。 

このように、これまでは職員削減による人件費抑制を主眼とした目標を設定して

きましたが、一方で少子高齢化や人口減少社会の進行、情報通信技術の急速な進展

など、社会経済情勢の変化を背景に、行政需要も複雑・多様化しており、地域間競

争が激しい昨今、限られた人材で地域の実情に応じた各種施策を展開するため、業

務量に見合った適正な職員配置も必要となってきます。 

本計画では、地方公共団体定員管理調査の結果を踏まえ、今後５年間に予想され

る行政需要の変化や全体業務量を見据えて、職員の数値目標を設定します。 

 

⑵ 職員適正化目標 

   職員適正化の目標としては、喫緊の課題や新規事業等への対応などの増員となる

要因、逆に業務の効率化や民間活力の積極的な導入などの減員となる要因を精査の

うえ、前述した業務量に見合った適正な職員配置を図るため、職員の数値目標を、

平成30年10月の新中核病院開院後の職員数実績値(平成30年10月１日現在：798人)

を基本に「原則として現状維持」とします。 

 

⑶ 計画期間 

   計画期間は平成31年度から35年度までの５年間とします。 

（基準日：平成31年４月１日～目標日：平成36年４月１日） 

 

⑷ その他 

本計画は、計画策定時における目標設定であり、今後の社会経済情勢の変化や新

規事業等への対応、法改正の影響など、業務量に急激な変化が生じた場合は、適宜

検討を行い、適正な定員管理に努めていきます。 
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第４次筑西市定員適正化計画 

 

平成31年３月 

筑西市総務部総務課 

 

 

 


